
（参考様式第６号）
　　年　　月　　日
福岡県知事　殿

	申請者
	住所
	

	
	名称
	

	
	(代表者)
	
（署名または記名押印）　　　



住宅確保要配慮者居住支援法人に係る指定事項変更届出書

住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成19年法律第112号）第61条第２項の規定に基づき、住宅確保要配慮者居住支援法人に係る指定事項の変更を届け出ます。
記

	指定年月日
	

	変更に係る事項
	変更前
	変更後
	変更年月日

	□支援業務の種別
※１　※２
□支援法人の名称※２

□支援法人の住所※２

□支援業務を行う事務所の所在地※２

□役員の氏名※３

□支援業務以外の業務内容

□支援業務開始予定日

□連絡先※２
	














	














	
















備考　
※１：新たに債務保証業務（法第62条第1号）又は残置物処理等業務（法第62条第５号）を行う場合は、業務変更の認可申請書
（参考様式第12号）を御提出ください。
※２：変更後の内容を反映した国及び県HP掲載情報入力票を併せて御提出ください。
※３：代表者、役員の変更の場合、新しい代表者又は役員の方について、指定申請時の参考様式第５号及び参考様式第５号別紙を
[bookmark: _GoBack]併せて御提出ください。
